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認知症が疑われる人に対する鑑別診断前後の受診･受療援助の実践モデル

保健福祉学部現代福祉学科 竹本与志人、桐野匡史
大阪公立大学大学院 杉山 京、広瀬美千代、大阪大谷大学 神部智司、大阪府済生会茨木病院 倉本亜優未

連絡先 竹本与志人 ytakemoto@fhw.oka-pu.ac.jp、 桐野匡史 kirino@fhw.oka-pu.ac.jp

認知症が疑われる人に対する鑑別診断前後の受診･受療援助の実践モデルとは
「認知症専門医のいる医療機関において、ソーシャルワークを主業とする精神保
健福祉士等の連携担当者が認知症専門医等の院内の専門職と協議しながら、認知
症が疑われる人やその家族にとって意味のある受診の機会を設けるとともに、認
知症と診断された人やその家族、そしてかれらを支援する（あるいは支援をする
可能性のある）院外の専門機関や専門職と連携・協働し、意義のある療養生活の
実現に向けたリンケージやリファー、アフターケアを社会福祉の視点から行うた
めの実践モデル」である。

認知症の鑑別診断のための受診は、当事者らにとって人生
の岐路であり、医療機関の対応によりその後人生は大きく変
わる。私たちの研究チームでは、当事者や認知症医療・介護
にかかわる多くの方々を対象に行った実態調査（インタ
ビュー調査ならびにアンケート調査）を通して現行の認知症
施策の課題を指摘し、それに対応しうるよう構築したソー
シャルワークの受診・受療援助モデルについて開発を行っ
た。

本研究は、JSPS科研費18H00949の助成を
受けて実施したものである
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認知症ケアの階層モデル構造をふまえた介護福祉士のケア実践の変化

保健福祉学部 現代福祉学科 佐藤ゆかり 趙敏廷

連絡先 佐藤ゆかり satoyuka@fhw.oka-pu.ac.jp

研究目的 認知症ケア実践に従事する介護福祉士を対象に、認知症とともに生きるご本人の講話を
聴講する機会を設定し、認知症ケア実践の変化を、自己評価により記述することを目的とした。

ケア実践は「安定・安全・環境整備」「自己決定と自由の尊重・権
利擁護」といった土台となるケアから「役割を継続した自立支援と
予防ケア」「生きる意欲を支えるケア」「社会的交流・家族支援・
地域ケア」という高度な知識や技術を必要とするケアまで、5つの階
層（各5項目）とした。実践状況について、介入前後に、自己評価0
～25点（0名に0日実践：0点～5名に5日実践：25点）の回答を求め
た。階層および項目ごとに実践の程度を比較した。

結果 対象者15名のうち回答が得られた13名の平均年齢は49.5±7.5
歳、女性が10名であった。実践の向上が確認された項目は、「希望
の再発見を可能にする」「生活の継続性の保持」等であった。「本
人がやりたいことを軸にケア内容を組み立てなおした」「本人を主
体とすると意欲が見えてきた」等の気づきや変化が観察された。 0.0
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本研究にご協力をいただきましたすべての皆様に感謝申し上げます。
本研究に関して開示すべきCOIはありません。

結論 認知症とともに生きるご本人の講話を聴講しケアへのコメン
トを受けることで、認知症ケア実践が向上する可能性が示唆された。

研究方法 介入方法 ご本人の講話、質疑応答、ご本人からケアについてのコメントを受ける。
倫理的配慮 参加は任意であること等を説明し同意を得た（本学倫理委員会 受付番号467）。

介入前 介入後



貧困状態にある子どもたちの学習支援による変化と学習支援の課題に関する研究

岡山県立大学大学院保健福祉学研究科保健福祉学専攻 桝田美喜
保健福祉学部現代福祉学科 近藤理恵

１．研究目的：本研究の目的は、貧困状態にある子どもに対して学習支援を行っているスタッフ
と学習支援事業の委託元である市役所のスタッフに対する面接調査をもとに、学習支援による子
どもの変化と学習支援の課題を明らかにすることにある。
２．研究方法：研究対象者：貧困状態にある子どもに対して学習支援を行っている5か所の民間団
体のスタッフ5名と、１か所の民間団体に学習支援を委託している市役所のスタッフ2名。調査期
間：2021年10月8日～同年12月17日。調査方法：半構造化面接法。分析方法：逐語禄をもとにコー
ディングを行い、カテゴリーを抽出することを通じて分析を行った。本研究は、岡山県立大学倫
理委員会の承諾を得て実施した。
３．結果と考察：
（1）学習支援を受ける前の子どもたちの悩み:①「家族に関する悩み」、②「学力に関する悩
み」、③「進路選択に関する悩み」、④「学習しにくい家庭環境に関する悩み」といった4つのカ
テゴリーが抽出された。
（2）学習支援後の子どもたちの変化：①「学力の向上」、②「体験活動による様々な経験の獲
得」、③「大学生との関わりによる自己肯定感の獲得」、④「不登校の子どもの能動的な変化」
といった4つのカテゴリーが抽出された。
（3）学習支援の課題：①「学習支援の対象者の制限」、②「子どもとの関わり方の難しさ」、③
「人手不足とコロナの影響による運営の難しさ」といった3つのカテゴリーが抽出された。

以上の結果より、学習支援の場は、子どもたちの家族や学習に関する悩みを軽減し、子どもた
ちが毎日を肯定的に過ごすことを可能にする重要な役割を果たしているといえる。ただし、子ど
もの貧困問題を解消するためには、学習支援の場がより多く設置されることが求められる。その
ためには、学習支援を行うスタッフの専門性や財政的な課題を解決することが喫緊の課題である
と言える。

連絡先 近藤理恵 kondo@fhw.oka-pu.ac.jp



社会福祉士受験対策講座の実施状況と運営の課題
― 中国・四国地方における社会福祉士養成大学への質問紙調査 ―

保健福祉学部現代福祉学科 口村 淳、大倉高志

共同

連絡先 口村 淳 a.kuchimura@fhw.oka-pu.ac.jp  大倉 高志 t-okura@fhw.oka-pu.ac.jp

本研究の目的は，社会福祉士養成大学における国家試験受験対策講座（以下，対策講座）
の実施状況を把握し，運営上の課題について検討することである．
中国・四国地方にある社会福祉士養成大学（20校）を対象に質問紙調査を行った

（11通／回収率55.0％）．
調査の結果，①過半数の大学で対策講座が実施されていること，②正規のカリキュラムで

はなく任意の授業として位置づけられている大学が多いこと，③対策講座と並行して複数の
方法を組み合わせている大学が多いことが明らかになった．
運営上の課題として，対策講座に対する教員間の共通認識の問題，対策講座を担当する教

員の業務負担の問題があげられる（図１）．
これらの結果から，国家試験合格率の向上

にむけた取り組みとして対策講座は各大学で
実施されているが，その運営に携わる教員
の負担を考慮すると，各大学で対策講座の
位置づけを明確にし，組織的に行う必要が
あると考えられる．



《背景・目的》子どもを取り巻く生活環境の変化に伴い、児童生徒が抱えるメンタルヘルスの課題は多様
化、複雑化の一途をたどっている。増加する不登校、いじめ、暴力行為、自傷行為、希死念慮などにはメ
ンタルヘルスの課題が影響している。世界子供白書2021では、コロナ禍において10代の若者7人に1人が心
の病であると警鐘を鳴らしている。また、『自傷・自殺する子どもたち』（松本）において、10代の子ど
もでは、10人に１人が自傷（リストカット）経験があるとし、そのうち大人が気づけるのは3％だとして
いる。本研究は、OPUフォーラム2021に発表したコロナ禍の児童生徒の抑うつ調査結果から、メンタルヘ
ルスの課題を考察し、学校現場での児童生徒観察による早期発見、支援への提案を行うものである。

《研究方法》科研費「児童生徒の問題行動予防プログラムの構築－」において実施しているアンケート調
査「児童生徒の抑うつ状態と行動、背景要因」結果を用いて学校メンタルヘルスの課題を検討する。
（調査対象・方法）A県B市の13小学校（児童8,013人）と5中学校（生徒3,094人）に、抑うつ状態
（Birlesonの子ども用自己記入式抑うつ評価尺度：DSRS-C）と担任435人を対象に児童生徒の行動（行動
の幼さ、落ち着き、学習意欲、休み時間、元気等8項目）、学習、経済、家族等の課題について質問紙調
査を実施。（調査時期）2020年6月中旬 （分析）アンケート調査有効回答の小学生8,012人と中学生
3,065人を対象にDSRS-Cカットオフ16点以上とし、分析ソフトを用いて行った。

《結果》小学生の抑うつ状態は、全体の11.7％（6年生は13.6％）で男女差はほとんど見られない。学年
では、5・6年で抑うつ状態が高く表れていた。中学生の抑うつ状態は、全体の15.4％（3年生では
18.8％）で、女子が男子より高く、学年が上がるにつれて、抑うつ状態の表出が高くなっていた。抑うつ
状態と背景課題の相関分析（ｐ＜.01)では、小学生・中学生とも児童虐待・発達・学習の課題等の関連が
示唆された。また、抑うつ状態を従属変数に行動を独立変数においた重回帰分析では「学習意欲がない」
「休み時間に友人の交流がない」「学校生活全般に元気がない」において有意確率が0.05以下であった。
コロナ禍での調査であるが、筆者が行った過去の調査結果とほとんど変わらない。

《考察》メンタルヘルス課題として現れる抑うつ状態は、高学年になるにつれて高く出現している。しか
し、学校が課題として注目する動的な問題行動の表出とは異なり、児童生徒の静的行動である心理的課題
は大人しい子、問題がない子として見過ごされる可能性がある。学校現場における抑うつ状態の理解・気
づき・行内体制・保護者、関係機関連携などを含めた支援体制が必要である。

児童生徒の抑うつ状態と背景要因に関する研究考察Ⅱ
～学校メンタルヘルス課題の視点から～

保健福祉学部現代福祉学科 周防美智子

連絡先 周防美智子 Mail: suwo@fhw.oka-pu.ac.jp

mailto:suwo@fhw.oka-pu.ac.jp


若年成人期からの高血圧予防支援ツールの検討

保健福祉学部栄養学科 久保田恵

独創

連絡先 久保田恵 mkubota@fhw.oka-pu.ac.jp

【背景と目的】高血圧発症関連因子として、食塩の摂取過多、野菜の摂取不足、肥満などの報告
がある。中でも日本人の平均食塩摂取量は成人男性10.9g/日、成人女性9.3g/日で、食事摂取基
準の目標摂取量を上回る現状である。そこで、効果的な高血圧予防の減塩対策のためには日本人
の食塩の摂取源や塩分を高める食事の特徴を把握し、気軽に住民自身が継続して減塩に取り組め
るツールの開発と、効果的な食環境整備を行うためのターゲット食材の明確化が急務であり、本
研究室でこれまで中高年の減塩対策のツールとして用いてきた塩分チェックシート（以下塩分
CS) を用いて若年成人の食塩状況把握の妥当性を検討した。

【方法】本学学生を対象に、塩分摂取状況調査は塩分CSによる食塩摂取状況に関する13項目の調
査、及び簡易型自記式食事歴法質問票（BDHQ）を用いて実施した。同時に食事摂取状況を量と質
で評価するために調査しそれぞれ以下のように数値化した。

【結果と考察】食事回数得点は、男女ともに朝食で低値を示した。男子では欠食なしの者に比べ
欠食ありの者の方が塩分CS総得点は高値を示した。塩分CS総得点は、男子では食事内容得点が低
い者ほど有意に高値を示した。一方、女子では食事内容得点が低い者ほど低値を示した。塩分CS
の項目別の検討では、男女ともに食事内容得点が高い者は、みそ汁やスープの摂取頻度が高値で
あった。男子の食事内容得点が低い者は、夕食での外食等の利用、家庭の味付けが有意に高値で
あった。塩分CS体験後の減塩への取り組み意欲は、男子では66.7％、女子では80.4％が半年また
は一か月以内には減塩をしようと思うと回答した。食事内容得点は、男女ともに塩分に対する意
識や減塩への取り組み意欲がない者に比べある者の方が高値を示した。男女とも塩分摂取状況と
食事の回数よりも質との関連が強いことから、食事の質的パターン別に塩分CSにより食塩摂取状
況を見える化することで、より具体的な改善策の立案が可能となった。また、塩分CSを用いて食
塩摂取量を見える化することは、大学生の減塩への取り組み意欲を高める可能性が示唆された。



屋内利用を考慮した視覚障がい者誘導用ブロックの開発と評価

保健福祉学研究科保健福祉学専攻 植野英一，保健福祉学部現代福祉学科 高戸仁郎
モビリティソリューション研究所 田内雅規

共同

連絡先 高戸仁郎 takato@fhw.oka-pu.ac.jp

【背景】視覚障害者誘導用ブロック（点字ブロック）は視覚障がい者の歩行を支援する重要な手が
かりであるが、突起高5mmのJIS準拠の点字ブロックは平坦な屋内環境では高齢者や杖・車いす利
用者の歩行にインパクトが大きく、設置には不向きである。

【目的】点字ブロックとは異なる方式を用いる屋内用誘導ブロックの効果と可能性について検討す
る。

【方法】2種の改良型を開発した。視覚障がい者12名による比較実験で検出容易性、歩行安定性の
客観指標に加え、歩きやすさ等の主観的評価を複合した評価法により､屋内環境への適性を検討
した。

【結果】3タイプとも5mの歩行路から大きく逸脱することなく歩行できた。一対比較による歩きや
すさ、方向のとりやすさ、自信度では両端充填タイプが他の2つよりも優れていた（下図）。
検出容易性、歩行安定性も両端充填タイプが他よりも優れていた。今後は，分岐部や終点で安全
に停止や方向転換できるかについて検証する。

※寸法：300㎜×320㎜×7㎜3.5°

床

使用した誘導用ブロックの断面図（左：既存，中央：両端充填，右：全充填）

樹脂

◆両端充填タイプ
■全充填タイプ
●既存タイプ

歩きやすさ

安定感

自信度

方向性

一対比較による主観的評価の結果



生体電気インピーダンス法により推定した
若年女性の身体組成と生活習慣との関係

情報工学部 人間情報工学科 大下和茂

独創

連絡先 大下和茂 oshita@ss.oka-pu.ac.jp

健康日本21等では，若年女性における低体重者の高割合が指摘されており，将来的なサルコ
ペニア予防から，若年女性を対象とした四肢筋量（AMM）や骨格筋指数（SMI）と身体活動との
関係が報告されている．しかし，身体活動量が高かったとしても，栄養摂取状況によっては筋
量獲得に繋がらない場合がある．そこで本研究は，身体活動レベル（PAL）の高い若年女性の
AMMと栄養摂取状況との関係について検討を加えた．

対象は，生活活動調査によるPAL が 1.9，すなわち日本人の食事摂取基準で身体活動レベルが
高い（III）以上だった104 名であった．AMMは多周波BIA法により測定し，栄養素等摂取状況
は，食物摂取頻度調査（FFQg）を用い調査し，1日の総エネルギー（E），たんぱく質（P），脂
質（F），炭水化物（C）摂取量をそれぞれ算出した．

AMMは，PAL，E摂取量および三大栄養素の各摂取量とそれぞれ有意な正相関を示した．三大栄
養素の各摂取量を説明変数とした重回帰分析の結果，AMMに有意に貢献していたのはP摂取量の
みであった．また，E摂取量もしくはP摂取量とPAL，身長，体重を説明変数とした重回帰分析の
結果，AMMに有意に貢献していたのはPAL以外の項目であった．

以上の結果は，身体活動レベルの高い若年者であったとしても，栄養摂取状況，特に総エネ
ルギーおよびたんぱく質摂取量が低い場合，高筋量の獲得に繋がらないことを示唆しており，
若年期からの運動習慣だけでなく適切な栄養摂取が将来的なサルコペニア予防に重要であると
言える．



災害時要配慮者の避難行動から得た個別避難計画作成の要点

デザイン学部ビジュアルデザイン学科 齋藤美絵子，風早由佳，
保健福祉学部現代福祉学科 佐藤ゆかり，情報工学部人間情報工学科 齋藤誠二，綾部誠也，大山剛史

連絡先 齋藤美絵子 cytoo@dgn.oka-pu.ac.jp

災害時に避難行動の制約を受けやすい災害時要配慮者

(以下，要配慮者とする)の早期避難が求められており，

個別避難計画作成は自治体の努力義務とされているが，

作成完了は10％に満たないと報告されている．要配慮者

は「何らかの援助・配慮が必要なひと」と定義されてい

ることから，個別避難計画の立案時に考慮する要点が個

人によって異なることが作成を困難にしていると考えら

れる．

そこで本研究では，過去の災害被災地において実際に

避難行動をとった要配慮者へヒアリングを実施し，その

実態から個別避難計画を作成する際の要点をまとめるこ

とを目的とする．

災害時に実際に地区外へ避難をした18名の要配慮者へ

ヒアリングを行い，大きく４つのケース群に分けること

ができた．そのケース群によって避難および避難遅延を

もたらした要因と個別避難計画作成の要点をまとめ，多

様な要配慮者が自身のケースに当てはめて避難を検討す

ることを可能にした．



Social Impact Bondによる健康ポイント事業参加者の
運動，栄養・食生活，社会参加等の状況の3年間の変化

保健福祉学部現代福祉学科 井上祐介，他

独創

連絡先 井上祐介（岡山県立大学保健福祉学部現代福祉学科） y.inoue@fhw.oka-pu.ac.jp

日本でも健康増進をねらいとする地域環境の整備のために，民間の資金を公的サービスに活用

する枠組みである「ソーシャル・インパクト・ボンド（Social Impact Bond : SIB）」を導入す
る自治体が増えている．

SIBとは，民間資金を活用して民間企業等の事業者が革新的な社会課題解決型の事業を実施し，
その事業成果（社会的コストの効率化部分）に対して，自治体が成果報酬を支払う仕組みであ
る．ヘルスケア領域では，これまでに米国，英国，カナダ，オーストラリアなどで事業展開され
ている．日本では経済産業省が導入を推進している．

A市ではSIBを活用した健康ポイント事業を2019年度か
ら2021年度にかけて実施した．「運動」「栄養・食生
活」「社会参加」の実施に対して健康ポイントを付与し
た．しかし，これまでの研究においてSIBを活用した地
域環境の整備が人々の健康増進や社会参加を増やすのか
についての研究は十分に行われていない．
そこで，本研究では，SIB事業を展開することによる

効果のエビデンスを蓄積することをねらいとし，事業参
加者の主観的健康感，運動，栄養・食生活，社会参加等
の状況について事業参加前後（3年間）の変化を分析す
る．
結果はOPUフォーラムにおいて発表する．



地域連携を基盤とする健康支援のためのヒト介入試験

情報工学部人間情報工学科 綾部誠也、齋藤誠二、大山剛史 
保健福祉学部栄養学科 久保田恵、入江康至、井上里加子 看護学科 住吉和子 
デザイン学部ビジュアルデザイン学科 齋藤美絵子

重点

連絡先 綾部誠也 ayabe@ss.oka-pu.ac.jp

岡山県立大学メディカルフィットネス講座は，本学と近隣大学が地域の自治体・企業と連携して 
，市民の健康づくりに貢献することを目的に行う事業である．これまで，同事業にはのべ2,500余
名の市民が参加し，科学的なエビデンスに基づく行動介入と身体の精密検査による効果判定によ
り，参加市民の健康の保持増進と新たな科学的な知見の創出の両者を果たしてきた．本事業の特
徴は，学内横断的組織での取り組みに留まらず，近隣大学のエキスパートが専門性を融合するこ
とにより包括的に地域の活力の支援を実現していることである．本事業は，人口の高齢化と過疎
化を起因とする諸問題を抱える多くの地方自治体の健全化に貢献する大学シーズとして，一層の
発展が期待される．

公表済学術的成果（一部）
移動支援機器の身体負担に関する研究
身体活動の定量法に関する研究
食行動とメタボリックシンドロームに関
する研究
機能性食品の効能に関する研究
新規電動アシスト自転車の身体効果に関
する研究



コーポラティブ・マシンインテリジェンスを用いた
自己と他者のウェルビーイングの研究（体験型デモあり）

情報工学部 岩橋直人、伊藤照明、石井裕、渡辺富夫
保健福祉学部 坂野純子、趙敏廷、樟本千里、澤田陽一
デザイン学部 齋藤美絵子

重点

連絡先 岩橋 直人 iwahashi@c.oka-pu.ac.jp, 坂野 純子 jsakano@fhw.oka-pu.ac.jp

デモ案内

当日、どなたでも、RoCoCoによる協力タスク
のプレイを体験していただけます。予約不要
ですので直接展示会場にお越しください。

図 3 RoCoCoの表示例と使用の様子

ウェルビーイングと協力とSOC

 ウェルビーイング状態は自己と他者と環境の
相互作用（生活世界）で変化する

 主観的ウェルビーイングはSOC (生活世界に
対する指向の個人特性)と密接な関係がある

 良好な協力＝良好な自己・他者・相互作用

 主観的ウェルビーイングの向上させるために、
この相互作用を心理社会的な力で制御する

 良好な協力を成立させる力＝主観的ウェビー
イング向上の力（仮説）

昨年度の主要成果

協力者間のSOCの関係性が、各協力者の協力タス
クパーフォーマンスに対する主観的評価に影響
を与えることを発見した

協力とSOCの関係が明らかになり、主観的ウェルビーイング向上
に対する本研究アプローチの正当性が示されたことになる

図 2 分析指標の関係図 1 生活世界のカップリ
ングとウェルビーイング
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